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1　はじめに
　経済学は科学性を追求する過程で主に物理学に理論的に準拠してきた。それにより社会科学の中で
唯一の法則科学であると経済学者の一部は主張している1）。確かに他の社会科学に比べて高度の科学
性を有しているが、理論化を重視しすぎたために、理論が現実から乖離している傾向が見い出される
と、しぽしぽ指摘されている。
　これと同様な傾向が流通に関する研究にも存在していると考えられる。たとえぽ、L．　P．　Bucklin
の分析枠組は流通チャネルの理論化にとって有用であることは多くの研究老が認めるところである。
もちろん、流通チャネルに関する理論的で包括的な分析枠組であることは疑う余地がない。ところ
が、日本の商品流通システムの分析に彼の枠組を用いるといくつかの壁に直面する。たとえば、返品
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制度、リベート制度である。従来から、そのような制度は日本の商品流通システムの後進性として一
般に説明されてきた。後進性のためにBucklinの理論がうまく適用できないと考えられてきたよう
である。本当に日本の商品流通システムの後進性のためにBucklinの理論がうまく適用できないの
であろうか。理論が現実を十分に説明できないのは、現実が遅れていると考えていいのであろうか。
このような問題意識をもって流通チャネルの分析枠組に関する検討を行なうことが、本稿の課題であ
る。
　周知のように、商品流通システムにおける基本は取引である。それは本来純粋に経済的な行為であ
ると理解されてきた。ところが、実際にはその国の社会的・文化的影響を商品流通システムは多分に
受けているのである。つまり、一国の商品流通システムを分析する枠組は、経済的な枠組ばかりでな
く、社会的・文化的な枠組をも持ち合せている必要がある。このように考えれぽ、Bucklinの理論は
本来的に経済的取引を重視する欧米諸国ではその商品流通システムを説明できても日本の商品流通
システムを分析する枠組としては十分であるとは考えられないであろう。そこで、本稿では、まず
Bucklinの分析枠組を再検討し、つぎにその経済学上の問題点を克服した新制度学派経済学者の0．
E．Williamsonの分析枠組に沿って論を進め、最後に商品流通システムへの行動科学的次元からの
分析の有用性を探っていくこととする。
II経済学的次元からの分析
　1．LP．　Bucklinの分析枠組
　Bucklinは、流通チャネルを「ある製品およびその所有権を生産から消費まで移動させるために
利用されるすべての活動（機能）を遂行する制度体の集合からなる」2）と定義し、流通チャネル全体
から消費者を除いた部分集合を営利チャネルと名付け、そして、この営利チャネルが消費者に与える
便宜ないしはサービスを『チャネル・アウトプット』と呼んでいる。そのアウトプットの次元とし
て、配達時間；ロット・サイズ；市場分散化の3つの操作的概念を定義し、それらを用いて流通チャ
ネルを分析するための枠組を提供している。すなわち、配達時間とは消費者が発注をしてのち製品が
消費者に配達するのに必要な時間；ロット・サイズとはある所与の時点で消費者に配達されるある製
品の単位数量；市場分散性とはある所与の取引領域内の交換場所の分散の程度、である3）。彼はこれ
らの概念を場所、時間、所有の3つの効用に関係付けて、「……3つの型の効用はチャネルによって
遂行される一定のサービスによって提供されると見なすことができる。つまり、ロット・サイズ、配
達時間および市場分散化である。本質的に、これらのサービスはチャネルの営利制度体によって消費
者のために引き受けられる。消費者は彼が望むこれらのサービスの水準を決定する。一般に営利制度
体によって提供される諸サービスの水準が低くなると、チャネルでの消費者の相対的役割はそれだけ
大きくなる」4）と説明している。
　ところで、ある一定のサービスが提供されるためには、営利チャネル構造内で一つ以上のマーケテ
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イング機能5）が遂行されなけれぽならない。加えて、チャネル全体の総費用を低減する方向で機能遂
行がなされなけれぽ、その機能は代替される可能性が増加するであろう。「つまり、ある所与の水準
のアウトプットを提供するという課業は、諸費用への純効果にしたがって機能行為間で交替される。
もし諸機能の部分集合を追加したり、取り替えたりする経費が、そのチャネルのどこかで補完的な機
能の部分集合を実施した場合よりも少ないならぽ、その時そのような変化がなされるであろう」6）。
この機能の代替可能性こそが流通チャネル構造に変化をもたらすモーメントである。すなわち、流通
チャネル構造の変化は、機能の代替可能性によって現存の流通チャネルが規範チャネル7）へ向かって
起こるというわけである。しかし、実際には、規範チャネルという最適均衡点に到達できない。彼は
その理由を2つ挙げている。その障壁の1つは不一卜分な競争であり、もう1つは時間的制約である。
特に、後者は決定的である。この点について、彼は「マーヶティング技術革新の速度と消費者欲求の
変化率が諸謝度体の適応速度よりも速いときには、現存チャネルは規範チャネルに近付くことはけっ
してありえない」8）と述べている。
　さて、このようなBucklin理論の特徴として、つぎの事柄が指摘できると思われる。
　（1）均衡理論であること。機能代替のメカニズムにより、変化する傾向のない状態（均衡＝規範チ
　　ャネル）が達成され、たとえなんらかの外的な要因で均衡が乱されてもまた新しい均衡がもたら
　　せるということを想定している。
　（2）チャネル内の協調を前提としていること。チャネル内において、どのようなメカニズムによっ
　　て協調が成立するかを明示していない。
　（3）競争による市場取引を前提としていること。ある一定のチャネル・アウトプットをチャネル全
　　体の総費用が最も低くなるように機能を代替する際に、どのような取引形態（内部組織の取引か
　　もしくは市場取引か）がどのような論理のもとに選択されるかは示されていない。
2．0．E．　Williamsonの分析枠組
Williamsonは自らの分析枠組を『組織の失敗の分析枠組』と名付け、図式化している9）。図一1
を見るとなじみのない用語が多いのに気付く。これらの用語の必要性について、彼は「本書の扱って
いる取引関連的な諸問題は、複雑で、とらえがたい場合がしぽしぽである。それゆえ、特別なボギャ
ブラリーを考案して体系的な取扱いの助けとした」10）と述べている。それでは、まず、Williamson
理論の構成概念を吟味していくことから始めることにしよう。
　彼は従来のミクロ経済学で前提とされていた経済人にかえて管理人を経済主体として採用する。限
界合理性は、周知のように、H．　A，　Simon　が管理理論の中心に据えた概念で、人間行動は合理的で
あるかのように意図されているが、しかし、ただかぎられた範囲でのみ合理的である11）ことを示して
いる。経済主体は限界合理性ぼかりでなく機会主義という性向も有している。機会主義とは、経済主
体は自己の利益を考慮することによって動かされるという伝統的な仮定を、戦略的行動の余地を含め
るように拡張したものである12）。この概念はC．　1．BarnardがJ．　R．　Commonsの制約的要因とい
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　　　　　　　図一1　組織の失敗の分析枠組
出典：Oliver　E．Williamson，　Market　and　Hierarchies：Analysis
and　Antitrust　Implications，　The　Free　Press，1975．浅沼萬里，
岩崎晃共訳『市場と企業組織』日本評論社，昭55，65頁。
う概念を借用して戦略的要因として継承した概念から出発している13）。機会主義とは、いいかえれ
ば、経済主体が戦略的要因をコントロールすることによって環境にはたらきかけ、その目的に有利な
環境に変化させようとする性向であると理解することできる。これら限界合理性と機会主義が人間の
諸要因として挙げられている。
　一方、環境諸要因として、不確実性、複雑性、それに少数性の用語が掲げられている。不確実性と
複雑性については、環境の不確実性および／または複雑性が大であればあるほど、経済主体のその環
境に関する情報の必要性は大となるという仮説を立てることができよう。また、少数性が事後的に生
ずるプロセスは「最初の時点では多数主体間交換という条件が成立しているにもかかわらず、それ
が、契約が実施される間に、契約の実施に伴う特異性をもった経験、および人的資本の市場と物的資
本の市場との失敗にもとついて、少数主体間交換関係に変わってしまう」14）と説明されている。
　図の中心に位置する情報の偏在とは、情報が経済主体間に非対称的に分布していることを示す。枠
組全体をおおっているのが雰囲気である。この雰囲気は市場取引と組織内取引では異なるとされてい
る。市場取引の雰囲気は打算的な精神的関与を助長し、組織内取引の雰囲気は準道徳的な精神的関与
を許すという優越性をもつと彼は指摘している15）。
　これらの構成概念が、組織の失敗の枠組でいかに相互に作用しているのかを彼は「一方においては
限定された合理性と不確実性・複雑性とを結び、他方においては機会主義と少数主体間交換関係とを
結んでいる太い（両端にやじりがある）矢によって、主な組合せが示されている。情報の偏在は、派生
的な条件であって、主として不確実性と機会主義とから生じ、またそれ自体少数性という結果をうみだ
しうる。交換が取引をめぐる雰囲気の内部でおこなわれるということは、組織の失敗の枠組のなかに
現れる人間の諸要因と環境の諸要因とをかこんでいる破線によって表されている」16）と解説している。
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このようなWilliamsonの分析枠組は、取引費用アブP一チとも呼ぼれている。というのは、先
に検討した構成概念を前提として取引費用の観点から経済主体が市場取引を選択するかそれとも組織
内取引を選択するかを解明することを中心的な課題としているからである17）。
　さて、以上、Williamsonの分析枠組を概観してきたが、流通チャネル分析の代替的枠組として
つぎのような特徴を有していると思われる。
　（1）従来の経済学における前提（経済人の仮定、完全知識の仮定、小規模で多数の経済主体の仮
　　定）を克服し、現実により接近した理論化を行ったこと、
　（2）大規模企業が流通系列化を選択する論理をBucklin理論よりも包括的かつ論理的に説明でき
　　ること18）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　しかしながら、問題点も残る。Williamsonの分析枠組から流通チャネルを分析すると現在存在し
ている商品流通システムが最も効率的なシステムとなる。なぜならば、それぞれの経済主体は取引費
用の点から効率的な行動をとるからである。たとえ限界合理性や機会主義があるにせよ、非効率的な
経済主体は競争を通じて淘汰されるというメカニズムが作用していると想定されているからである。
ところが、現実には非効率的な商品流通システムも存在する。この存在理由は競争が不十分だからと
考えることが妥当するのか。これらの問題を考えるのには他の分析枠組が必要であろう。
III行動科学的次元からの分析
　1．商品流通システムを社会システムとして捉える必要性
　商品流通システムは厳密には経済システムとしてみなされうるが、しかし、そのような研究視角は
チャネル内部の関係と相互行為に関する知識を制限してしまう。研究視角は社会的および行動的諸変
数を含むように拡張されなけれぽならない。というのは、チャネルとは、第1に社会システムであ
り、その上で経済システムでもあるからである19）。換言すれぽ、商品流通システムとは基本的には社
会システムとして分析され、それとともに、社会システムの下位システムである経済システムとして
も分析されることが望ましい。なぜならぽ、マーケティング現象および流通現象は、経済現象と常に
イコールとなるとは限らないからである。流通現象の経済的な側面ぼかりでなく、非経済的な側面に
も光を当てる必要性の程度はかなり高いと思われる。このような経済学と他の社会科学の相互依存性
に関して、T．　Parsons＆N．　J．　Smelserはつぎのように述べている。「本書〔経済と社会〕のもとに
なっている講演は、だいたい経済学者を主とする聞き手にたいしてなされた。おおかたの意見では、
経済学は社会科学のなかでもっとも自足的な科学であると信じられているから、経済学者に非経済的
な問題を語るなどは変則だ、というように思われるかもしれない。われわれはそういう信念をうちこ
わし、経済学は、他の社会科学が経済学にたよらなくてはやっていけないのと同様に、理論的水準で
も経験的水準でもともに、他の社会科学にたよらなくてはやっていけないのだということを、ここに
示したいと思う」20）。
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　また、B・　C・McCammon，　Jr．＆R．　W．　Littleは、チャネルは少なくとも3つの点で政治システ
ムであると主張している。すなわち、第1に、チャネル構成員の全員あるいは数名が、集団としての
高い程度の結束に到達していれぽ、彼らは個人単位だけではなく1つの集団として他の社会システム
、と売買交渉をする。第2に、流通チャネルは政治システムである。なぜならば、チャネル構成員が他
のチャネル構成員の行動を統制しようと努力するからである。第3に、チャネルはパワー実体であ
る。なぜならば、チャネル構成員はつねに望ましい取引条件を求めて売買交渉をするからである。そ
のプロセスには戦略、虚勢、ごまかし、その他の政治的策略を含んでいる21）。
　このような拡張されたアブP一チの有益性を例証するために、LW．　Stern＆J．　W．　Brownは
つぎの事例を挙げている。「……卸売主宰（ボランタリー）協同組合の成功を小売主宰によるものの
多くと比較してみるとよい。ボランタリーの業績は、特にグロサリー取引では、経済理論だけでは説
明されえない。両方のタイプの協同組合は同じマーケティング機能を遂行し、基本的には同じ方法で
彼らの参加者へそれらの機能を分割しているからである。しかしながら、社会学的分析がすぐに役立
っ、なぜならその分析は社会的パワーの研究を包含しているからである。ボランタリー協同組合は、
パワーの場（10CUS）一卸売業者一を有しているが、小売主宰の協同組合ではパワーは分散してい
る。パワーの場は社会システムにおけるコンフリクトを解決するための重要な手段をする。小売主宰
の協同組合にはパワーの場がないので、コンフリクトを解決するのがより困難である。ゆえに、その
システムは非効果的で、最悪の場合には崩壊するであろう」22）。
　さらに、流通チャネルを社会システムとして捉える優位性は、流通チャネルの構成要素間の相互行
為のみならず、組織化された行動システムとしての流通チャネル行動23）をも分析の姐上にのせるのに
成功している点にあると言えよう。徳永豊教授は、組織化された行動システムとしてマーヶティン
グ・チャネルを把握することの長所として、つぎの5つの点を挙げられている。（1）このシステムズ・
アプローチによる場合、マーケティング・チャネルというものは、でたらめに企業を集めたものであ
るというよりは、むしろ目的のある合理的な企業集団であるという事実を認めるものである。（2）シス
テムズ・コンセプトはマーケティング・チャネル内の組織行動一衝突・協調一の存在を強調す
る。（3）マーケティング・チャネルはチャネル構成員の希望や目標などを反映する唯一の社会的有機体
であると認めちれる。（4）システムの視点から見たマーケティング・チャネルは企業間競争だけでな
く、チャネル間競争つまり経済的競争の研究を広げる概念として認識される。（5）マーヶティング・チ
ャネルが操作システムであるという考え方は、システムを生成する機能障害を認識するための根拠を
提供する24）。
　このように、流通チャネルへの行動科学的次元からの分析は、経済学的次元からの分析と排他的な
関係にあるのではなく、補完的な関係にあることが理解されるであろう。したがって、流通チャネル
への行動科学的次元からの分析は、経済学的次元からの分析では困難であった流通現象の新たな側面
に関する知識をわれわれに提供してくれると思われる。それでは、商品流通システムへの行動科学的
分析枠組を具体的に検討する作業に移ることにしたい。
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　　　　　　図一2　Stern・・　Brownの分析枠組
出典：Louis　W．Stern＆Jay　W．Brown，“Distribution　Channels
：ASocial　Systems　Approach，”in　Louis　W．Stern（ed）より作成
2．L．　W．　Stem＆」．　W．　Brownの分析枠組
　Stern＝Brownの分析枠組はT．　Parsons流の社会システムに関する構造分析と機能分析を商品
流通システム分析に援用したものである。社会ンステム変数は構造変数と機能変数に分類される。
SternニBrOwnは商品流通システム分析における構造変数として、①役割、②パワー、③コンフリ
クト、④コミュニヶ一ションを挙げ、機能変数として、①パターン維持、②目標達成、③適応、④統合
を挙げている25）。この分析枠組に関する彼らの説明によれぽ、役割期待・さまざまな流通チャネル構
成員のパワーの程度・チャネル内のコンフリクトのレベル・構成員間のコミュニケーションの有効性
は、パターン維持・目標達成・適応・統合がある一定のチャネル内で達成されている程度を決定す
る。それゆえに、役割が十分に明確にされ、パワーが賢明に用いられ、コンフリクトが解消および／
または管理され、コミュニケーショソ・ネットワークがオープンで効果的ならぽ、チャネル・システ
ムの効果は高められる26）。これを図示すると、図一2のようになる。それでは、4つの構造変数のお
のおのについて吟味していくことにしよう。というのは、この作業によってこの分析枠組に関する理
解が一層高まると思われるからである。
　2－1．役割……役割とはシステム構成員の行動を規定するものである。チャネルにおいて一定の地
位を占めている構成員は、その地位にふさわしいと他の構成員が期待する行動様式で行動することを
義務づけられている。これが役割規範であり、これに従えぽ肯定的サンクション（報償）、従わなけ
れぽ否定的サンクション（罰則）が与えられる。この規範が存在するので、その地位の占有者である
構成員として典型的な行動様式による行動を他の構成員は期待することが可能となる。これが役割期
待であり、これにより他の構成員の行動をある程度予測することができるのである。L．　E．　Gill＆
L，W．　Sternはこのような役割理論の有効性をつぎのように指摘している。「役割理論は流通システ
ム内で相互行為の複雑な集合を分析し、その相互行為の結果に関する仮説を立てるための手段を提供
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する。その理論の概念とそれを指定する用語は研究対象がより明白な用語で明らかにし調査できるよ
うな用具を提供する。特定のチャネル・システムにこれらの概念を用いることは、具体的なシステム
改善のための領域を正確に規定することを可能にするにちがいない」27）。
　ここで注意を要することは、行為者（チャネル構成員）がある地位を占める場合、その地位は単一
の役割と結びつくのではなく一連の役割（役割群）と対応している点である。たとえぽ、医学部の学
生は指導教授との関係における学生の役割だけでなく、他の学生；内科医；看護婦；ソーシャル・ワ
ーカー；医療技師などと関係づける一連の他の役割をも持っている28）。社会学者R．K．　Mertonによ
って提唱されたこの役割群という概念は、チャネル構成員のマーケティング活動を理解するのに役立
つ。というのは、構成員の営利上の役割群を列挙し、分析するという研究視角を提供するからである。
　2－2．パワー……Pに対する0のパワーは、0が介在しなかった場合に行動を起こすPの確率と比
較して、0が介在したのちにその行動を起こすPの確率における純増加分として定義される29）。ま
た、R．　M．　Emersonは依存度の観点からパワーを定義している。すなわち、0に対するPの依存度
は、（1）0によって仲介された目標へのPの動機の投下量に比例し、（2）0－P関係の外部にあるPにと
ってのそれらの諸目標の利用可能性に反比例する。そこで、Pに対する0のパワーは0に対するPの
依存度に等しくかつその依存度に立脚していると彼は結論づけている。ゆえに、0のパワーはPが持
っていると感じているPの要求およびそのいくつかの代替案を充足させる0の能力についてのPの認
知に依存している30）。この0の能力の源泉をパワー基盤と呼ぶ。パワー基盤は報酬性；強制性；専門
性；正統性；同一性の5つのタイプに分けられる31）。これら5つのパワー基盤iのおのおのをF．J．
Beier＆L．　W．　Sternは以下のように定義している。報酬性とは0がPに対して報酬｛を仲介する能
力を持っているというPの確信に基づいている。強制性とはもしPが0の影響の意向に従いそこねれ
ぽ、0に制裁を受けるであろうというPの予想に由来する。専門性とは0がある特殊な知識または専
門性を持っているというPの信念に立脚する。正統性とは0がPに影響を及ぼす正統的権利を持って
いることおよびPがこの影響を受入れることを余儀なくされていることを命令するPの価値感から生
じる。同一性とは0に対するPの一体感の感情もしくはそのような同一化への欲求を意味する32）。
　このようなパワー基盤についての知識はどのチャネル構成員でもパワーをそれによって獲得できる
手段への洞察を提供する。しかしながら、パワー基盤に加えてパワーの適用を規定する次元というも
のも存在する。これらの次元は個人間および組織間の両方のパワー関係を分析する際に非常に重要で
ある33）。すなわち、パワーは領域、範囲、大きさの3次元で概念化される。パワーの領域とは0がパ
ワーを行使する相手の集合（集合P）であり、範囲とは0によって影響を受けうるPの状態である。
大きさとはPが特定の方法で行動する確率に0が影響を与える程度である34）。このようなパワーの次
元と前述のパワーの基盤を分析することによって初めてパワー関係の完全な把握が可能になるのであ
る。したがって、パワーはそのパワー基盤によって指図された領域および範囲で、十分な大きさを持
って行使されなければならない。
　2－3．　コンフリクト……コソフリクトは、あるチャネル構成員が自分の目標の達成またはそれを援
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助する行動様式の効果的な遂行を他の構成員が妨げていると知覚したときに生起する35）。したがっ
て、コンフリクトは、事実上、流通チャネルには必ずつきまとうことになる。なぜならぽ、チャネル
構成員間には機能的相互依存関係が存在しているからである36）。L．　W．　Stem＆R．　H．　Gormanに
よれぽ、コソ7リクトは2種類の変化プPセスとして規定されている。すなわち、コンフリクト関係
を惹起させる変化とコンフリクトのために発生する変化である。この研究視角から分析を進めるに
は、3つの主要な領域（コンフリクト原因・コンフリクト行動・コソフリクト結果）が分析される必
要があると彼らは主張している37）。
　まず、第1のコンフリクト関係を惹起させる変化つまりコンフリクト原因として、L．　W．　Stern＆
J．LHeskettは3つの要因（目標の矛盾・役割および管轄に関する不一致・現実についての知覚の
差異）を挙げている38）。チャネル構成員の目標は構成員によって異なるぽかりでなく、一般に商品流
通システムの目標とも矛盾することが多い。たとえぽ、大規模製造企業の専門経営者の目標が成長で
あるのに対して、一般小売店の所有経営者の目標は生計の維持にあるのは対照的である39）。・ある階成
員に対して他の構成員から矛盾する役割期待がなされるとその役割遂行においてコンフリクトが引き
起こされる。また、その構成員の管轄を侵す場合も同様である。たとえぽ、製造業者が選択的流通政
策を開放的流通政策に変更しようとすれぽ、流通業者との間にコンフリクトが発生する可能性は高
い。知覚とは個人が環境からの刺激を選択し、解釈することである。したがって、流通チャネル内の
意思決定者たちは、自らの役割、パーソナリティの属性、および彼らが直面している霧しい環境条件
によって決定されている自らの性質、態度、なしくは価値観に基づいて、現実を独特に知覚する傾向
がある。それゆえに、同一システム内の2人の意思決定者は同じ現象を全く逆に知覚するかもしれな
い40）。つぎに、これらの原因から発生したコンフリクトは2種類の行動をもたらす。すなわち、パワ
ーの行使と組織変化である41）。前述したように、このパワーの行使はパワー基盤に立脚していれぽ有
効だが、そうでなけれぽ、コンフリクトを除くことができない。これと反対の方向へ向かう行動が、
組織変化である。つまりて構成員が自分自身を変化させてコソフリクトを回避しようとする行動であ
る。最後のコンフリクト結果とは、これらのコンフリクト解消行動の成果を意味する。成果の陰極に
システムの崩壊が位置し、陽極が統合である。このシステムの統合の存在はコソフリクトがより劾果
的で効率的な流通チャネルを創出することに貢献する可能性を有していることを示している。
　2－4．　コミュニケーション……コミュニヶ一ションとは送り手と受け手の間で象徴の共通の集合を
通して意味を交換することである42）。J．　R．　Grabner＆L．　J．　Rosenbergに従えぽ、コミご≧ヶ一
ションの次元は組織内でのメッセージの流れと内容によって概念化される。メッセージめ流れの基本
的要素には、シメテム構成要素の多様な組合せ、流れの時間的調節、それに流れめ耐久性がある43）。
コミュニケーションの流れは反復的に使用されるにつれて規則的になり始める。そして、’それが特定
のタイプのメッセージ内容を規則的に伝えるコミュニケーション・ネットワークとして現れるのであ
る44）。：主要なコミュニケーショソ・ネットワークー権威、情報交換、課業一専門知識、友好、およ
び地位一の作用は疑いなくチャネル・システムの機能的な有効性に影響を与えるであろう4S）。とこ
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うが、あるタイプのネットワ・・一・ク（たとえば課業一専門知識〉を他のタイプのメッセージ（たとえぽ
友好もしくは地位に関連すること）を伝えるために使用することは、あるタイプの内容が他のものに
よって覆い隠される結果となってしまう46）。　　　　　　　　　「
　このようなメッセージ内容とそれを伝えるネットワークの取り違えよりも、根本的なコミュニケー
ション上の問題は、雑音である。この雑音は脱落と歪みに大別される。脱落とは完全なメッセージは
伝達されるがそれが受けとられない場合に起きる。一方、歪みはメッセージは受けとられたのだが、
送信器と受け手の間で信号にある変化が発生した場合に起きる。これらの雑音を引き起こす原因はい
くつかあるが、流通チャネルにおいては、’コミュニヶ＝ション・ネットワーク収容力の過負荷、情報
の秘密厳守、流れの時間調節、送り手と受げ手の知覚上の差異が挙げられる47）。これらの原因を取ヴ
除くための手法には、メッセージ収容力の過負荷を防止するための待ち行列モデルの適用、特別な
言語の開発、テクノロジーの変更、フィードバック・メカニズムの設置、』メッセージの反復48）がある
が、・どれも完全に雑音を防止することは不可能であるd　　　　　　　　　　　　t
　さて、4つの構造変数を個々に吟味することにようて、われわれは組織間関係システムとしての流
通チャネルの4つの構造変数の特性を理解することができた。加えて、4つの構造変数間の関係を探
る手掛りをも見い出せたと思われる。つまり、4つの構造変数の関係は、コンフリクトという構造変
数が従属変数で他の3つの変数が独立変数という関係にあると考えられる。すなわち、（1）役割遂行の
レベ～レが高ければ高いほど、（2）パワー行使の有効性が高けれぽ高いほど、（3）コミュニケーションの雑
音が小さけれぽ小さいほど、コンフリクトのレベルは低くなる、という仮説が設定できるであろう。
　3．L．　Kriebergの・分析枠組　　　　　1　　　　　　　　　　・．
　社会システム論は、システムの統合と安定を重視した均衡モデルであるがゆえに、T．　Parsonsの
機能主義は社会変動を説明できないと批判される49）。この社会システム論に立脚するStern＝BrOwn
の分析枠組も同様に、商品流通システムの革新を考察する視角を提供していない。そこで、この視角
を包含するKriesbergの分析枠組から商品流通システムにおける革新の問題を検討することにした
い50）。
　1950年の朝鮮動乱の勃発とそれに続くインフレ的市況は米国鉄鋼流通業にとって危機的状況であっ
た。そのような情況下において、Kriesbergは、なぜある流通業者は闇類似市場に参加し他の業者
は参加しないかを理解するために鉄鋼流通システムを分析した。その結果、流通業者は鉄鋼流通シズ
テAとの関係から4つのタイプセ；分類されることを発見した。①一般構成員（insiders）…鉄鋼流通
シス勇ムの構成員：役割規範からけっして闇類似市場に参加しない。②予備構成員（strivers）…現
在は鉄鋼流通システムの構成員ではないが、’将来構成員になろう、と努力している：マ般構成員の役割
規範を遵守する、③境界構成員（complementors）一一般構成員になる意志はなく、鉄鋼流通システ
ムに近い位置の仕事（たとえぽスクラップ業など）を現在も続けながら流通にも携わっている：闇類
似市場にも参加する、④逸脱者（transients）L：・・他の3つのタイプの構成員と異なった規範と価値観
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によって行動する：闇類似市場にのみ参加する。
　Kriesbergはこのように流通業者を4つのタイプ分類し、それらを分析することによって、おの
おののタイプの流通業者が鉄鋼流通システムにつぎのような2つのメカニズムを与えていることを発
見した。1つはシステムを安定させようとする方向に働く。すなわち、’成功者（一般構成員）は特に
古い基準を支持しようとする。なぜなら、それに精通しているからである。部分的には、それに精通
していたから成功できたのであろう。既存の規範に慣れているので、成功者はその規範を維持したが
るのである51）。もう1つの方向は、既存システムを破壊させるメカニズムである。すなわち、ある職
業で成功した構成員は適当な職業上の行為は何かについての規定を提供する際に、重大な役割を果た
すようである。さらに、彼らは彼らの規定についての一般的同意を手に入れようとする。是認されが
たいタイプの行為（闇類似市場への参加）をして締出された構成員は、保証された大きな金銭上の報
酬ぼかりでなく、成功した構成員が独占している名誉と名声も与えられない。このことにより彼らは
即時的報酬を重視するようになる。そして、また、彼らの位置はその即時的報酬を与える仕事をする
大きな自由を提供する52）。この既存システムを破壊させるメカニズムの中心的役割を演ずるのが、逸
脱者である。彼らは既存の規範秩序や支配的価値体系に縛られていないので、新しいことに挑戦する
こともできる。革新とは創造的破壊であると言われるように、逸脱者は既存のシステムを破壊し、新
たなシステムの構築をめざす原動力になる可能性をもっているのである。
　この逸脱者も含めたアウトサイダーの革新機能をB．C。　McCammon，　Jr．はつぎのように説明し
ている。「機関的革新は、特に小売業においては、歴史的に既存のパワー構造の外部で起ってきた。
……i．　C．Penney，・Richard　Sears，　King　Cullen　らは未来の可能性について途方もない考えを持
ち、大規模企業を経営する諸問題をものともせず、ほとんど福音伝道者のように熱心に自らのマーチ
ャンダイジソグの考え方を普及させた。……とにかく、われわれが重要な革新は既存システムの外部
で起きてきだという仮説を採択すれぽ、社会的観点からマーケティソグ環境への参入の容易さを作り
出すことが重要であると言えよう」53）。
　このように、Kriesbergの分析枠組は商品流通システムの革新に関する分析視角を提供してくれ
る。ゆえに、Stern　＝　Browriの分析枠組をKriesbergの分析枠組で補強することによって、商品流
通システムへの行動科学的次元から分析はより有効なものとなるであろう。
IV　むすびにかえて
　本稿において、商品源通システムの分析枠組のいくつかに関して考察を行ってきた。すなわち、わ
れわれは、まず、経済学的次元からBucklinの分析枠組を再検討した上で、　Williamsonの分析枠
組の有効性を見い出し、つぎに商品流通システムを社会システムとして捉える必要性を踏まえて、
Stern＝Brownの分析枠組に従って商品流通システムの構造変数の検討を行い、最後にKriesberg
の分析枠組から商品流通システムにおける革新の問題を取り上げた。これらの考察から商品流通シス
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テムの分析枠組における2つの方向性を示唆できると考えられる。
　まず、第1に、商品流通システムの分析枠組における経済学的次元と社会学的次元との融合の方向
である。先に検討したように、Williamsonの分析枠組とStern　＝　Brownの分析枠組との関係は排
他的なものではなく相互補完的な関係にある。そこで、商品流通システムの分析枠組として社会経済
学的分析枠組が今後ますます重要性を増してくると思われる54）。
　第2の方向性は、『硬構造システム分析』から『柔構造システム分析』への転換である。冒頭にお
いて述べたように、商品流通システム研究においても理論の現実からの乖離が指摘されている。すな
わち、従来の商品流通システム研究において特徴的傾向として、（1）米国の流通理論の日本への適用、
（2）商品流通システムの理論化に際しての人間不在、（3）組織内関係システムの組織間関係システムへの
適用、などが挙げられると思われる。ここで、われわれはこれらの傾向を含んだ商品流通システム分
析を仮にr硬構造システム分析』と呼び、今後必要とされるであろう代替的分析を『柔構造システム
分析』と名付けてみるならぽ、社会経済的分析枠組は『柔構i造システム分析』の範疇に入れて差支え
なかろう。われわれが、このr柔構造システム分析』という用語によって示唆したいことは、流通現
象の本質とその捉え方である。すなわち、流通チャネルを企業と企業が1つの固まりのように硬く結
び付いたものとして捉えられるならば、力学的分析（『硬構造システム分析』）は有効であろうが、実
際はもっとゆるやかに流通チャネルの構成要素は結び付いていると考えたほうが現実に近いであろ
う。つまり、われわれの研究対象である商品流通システムはシステム構成要素がゆるやかに結び付い
ているシステムなのである。換言すれぽ、システム構成要素は比較的自由に結び付いたり、離れたり
という運動を繰り返していると言える。したがって、流通チャネルの変化は、長期的に見れば、商品
流通システムの構成要素の離合集散によって引き起こされているという見方も成立するであろう。
Kriesbergの分析枠組嫡それを支持していると思われる。われわれは、この離合集散こそ流通現象の
本質であると提言したいのである。このような流通現象の捉え方に立脚すれぽ、日本における返品な
どの現象は不合理であると断言する立場から、日本のチャネル構造が柔構造であるがゆえの現象であ
るという捉え方の適否を検討する分析枠組を手にいれる可能性のある位置へと視角を転換することが
できるかもしれない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『
注1）たとえぽ「大方の経済学者にとって、自然科学とりわけ物理学は、憧憬と尊崇の的であった」佐和隆光
　　著『経済学とは何だろうか』岩波新書、昭57、8頁。「社会科学の現象の中には、……したがって法則科
　　学的展開可能なもの＝経済学と、それ自体が時代とともに変わっていきながら、その理由を他に求めると
　　いうもの、たとえぽ法律学のようなものがある」伊東光晴、佐藤金三郎共著『経済学のすすめ』筑摩書
　　房、昭43、15頁。
　2）Louis　P．　Bucklin，　A　Theory　of　Distribution　Channel　Structure，1966．田村正紀訳『流通経路構
　　造論』千倉書房、昭52、8頁。
　3）Bucklinモデルの解説では、一般に、「製品の品揃え」を加えて4つのチャネル・アウトプットが提示
　　されている。たとえば、Bruce　E．　Mallen，　Principles　of　Marketing　Channel　Management，1977，
　　Lexington　Books，　p．97，
　4）　田村訳、前掲書、12頁。
一150一
5）Bucklinは伝達、在庫、所有権、生産および輸送の5つの機能を記述tしている。同上書、19～22頁。
6）　同上書、24頁。
7）Bucklinは規範チャネルを「長期において、競争と低参入障壁という条件のもとで、所与の空間的情
　況で、ある製品のチャネルを構成する諸制度体の集合」と定義し、「それは他のいかなる型の集団もヨリ
　大きい利潤やあるいは製品費用1ドルあたりのヨリ大きい消費者満足を生み出しえないほどその課業と環
　境に十分に調整された一群の制度体から構成されている」と説明している。洞上書、8～9頁。
8）　同上書、10頁。
9）01iver　E，　Williamson，　Market　and　Hierarchies：Analysis　and　Antitrust　Implications，　The
　Free　Press，1975．浅沼萬里、岩崎晃共訳『市場と企業組織』目本評論社、昭55、65頁。
10）　同上書、iii頁。
11）Herbert　A．　Simon，　Administrative　Behavior．2d　ed．　Macmillan，1961．松田武彦、高柳暁、二村敏
　子共訳『経営行動』ダイヤモソド社、昭40、21頁。
12）　浅沼、岩崎共訳、前掲書、44頁。
13）　Chester　I．　Barnard，　The　Function　of　the　Exective，　Harvard　Univ，　Press，1938．山本安次郎、田
　杉競、飯野春樹共訳『経営者の役割』ダイヤモンド社、昭43、209～222頁。
14）　浅沼、岩崎共訳、前掲書、48頁。
15）　同上書、63頁。
16）　同上書、64～65頁。
17）取引費用アプローチに関する詳細な研究は別の機会に譲ることにしたい。
18）稲川和男「流通組織化の選択理論（そゐ1）（そのll）一組織の経済理論による接近一」明大商学論叢、
　第63巻、第5・6・7・8号、昭56を参照。
19）Louis　W．　Stern（ed），　Distribution　Channels：Behavioral　Dimensions，　Houghton　Mifflin，1969，
　P．6．
20）Tacott　Parsons＆Neil　J．　Slnelser，　Economy　and　Society，　Routledge＆Kegan　Paul，1956．富永
　建一訳『経済と社会』（1）岩波書房、昭33、4頁。
21）Bert　C．　McCammon，　Jr．＆Robert　W．　Little，“Marketing　Channels：Analytical　Systems　and
　Approaches，“in　George　Schwarts（ed），　Science　in　Marketing，　Wiley，1965，　p．343～344．
22）圏Louis　W．　Stern＆Jay　W．　Brown，“Distribution　Channels：ASocial　Systems　Approach”，　in
　Louis　W．　Stern（ed），　p．13～14．
23）周知のように、T．　Parsonsから影響を受けマーケティソグ理論に機能主義的アプローチを導入したの
　はW．Aldersonである。彼はすべての流通チャネルを組織化された行動システムとして記述しているわ
　けではない。そのチャネルが組織化された行動システムかどうかの基準は、チャネルの構成員がどの程度
　存続のために共通の利害をもっているかどうかに依存すると述ぺている。とはいえ、流通チャネルへの組
　織化された行動システム概念の適用可能性は指摘している。Wroe　Alderson，　Dynamic　Marketing　Be・
　havior，　Irwin，1965，　p．43～45．田村正紀他訳『動態的マーケティング行動』千倉書房、昭56、50～53頁。
24）　徳永豊「ポラソタリー・チェーソとフラソチャイズ・システムーシステムズ・アプローチー」明大
　商学論叢、第52巻、第7・8号、昭45、53～54頁。
25）構造変数は本論で検討を加えるが、機能変数についてはここで若干の説明を行う「ことにする。Stern　＝
　Brownは機能変数のおのおのについて、このように定i義している。パターン維持は参加者と彼らの行動
　規定の両方の見地からシステムの構造を維持しようとする性向である。目標達成とはタスク環境との相互
　行為を通じてシステムのニーズを満足させるために向けられる活動である。適応はシステムの目標達成の
　ために資源を提供するために必要とされる活動であり、異なったシステムの構成要素の間での資源配分で
　ある。統合とは全体としてシステムの効果的機能の貢献に適切なシステム溝成要素の相互適応である。
　L．W．　Stem＆J．　W．　Brown，　op．　cit．，　p．16～17．この分析枠組で用いられている機能変数は、　T．　Parsons
一151一
　の〈AGIL図式〉であるから詳しくはParsons理論の文献を参照されたい。たとえぽ、田野崎昭夫編rパ
　ーソンズの理論』誠信書房、昭50。
26）L．W．　Stern＆J．　W．　Brown，　op．　cit．，　p．17。
27）Lynn　E．　Gill＆Louis　W，　Stern，“Roles　and　Role　Theory　in　Distribution　Channel　Systems”，
　in　L．　W，　Stern（ed），　p．22．
28）Robert　K．　Merton，“Problems　in　Sociological　Theory”，　in　L．　W．　Stern（ed），　p．64．
29）　この研究視角を用いて組織間関係を分析した学者としてW．M．　Evanがいる。彼は組織を地位占有者
　になぞらえ、役割群という概念を組織群という概念に発展させた。分析単位として一つの組織を取上げ
　（それを焦点組織と呼ぶ）、焦点組織とその組織群との関係を①境界担当者の役割群；②情報の流れ；③製
　品・サービスの流れ；④人員の流れによって調整されるものとして、組織間関係を対象とする分析枠組を
　提供している。William　M．　Evan，“Toward　A　Theory　of　Inter－organizational　Relations”，　in　L．　W．
　Stern　（ed），　p．73～88．
組織間関係システム
焦点組織 出力組織群
図一3　Evanの分析枠組． ＼
29）Frederick．J．　Beier＆Louis　W．　Stern，“Power　in　The　Channel　of　Distributioロ”，　in　L’W．　Stern
　　（ed），　P．93．
30）　　IbiくL，　p．94，．
31）M．Etgarは実証的見地から経済的パワー基盤（報酬性および強制性）と非経済的パワー基盤（専門
　　性、正統性および同一性）に2分しているbMichael　Etgar，“Selection　of　an　Effective　Channel　Con－
　　trol　Mix”，　Journal　of　Marketing，　Vol．54，　July，1978．また、　R．　F．　Lusch＆工R．　Brownも2分法
　　を採用している。Robert　F．　Lusch＆James　R．Brown“A　Modified　Model　of　Power　in　the　Mar－
　　keting　Channe1”，　Journal　of　Marketing　Research，　Vol．19，　August，1982．
32）Frederik　J．　Beier＆Louis　W．　Stern，　op．　cit．，　p．95～104．
33）　　Ibid．，　p．104．
34）　Ibid．，　p．105～107．
35）Louis　W．　Stern＆Ronald　H．　Gorman，“Conflict　in　Distribution　Channels：「An　Exploration”，
　　in　L．　W．　Stern（ed），　p．155．　　’　　　「　　　　　　　　　”　　』　　｝
36）　John　F．　Gaski，‘‘The　Theory　of　Power　and　Conflict　in　Channels　of　Di§tribution”，　Journal　of
、　Marketing，　Vo1．48，　Summer，1984，　p．11．
37）L．W．　Stern＆R．　H．　Gorman，　op．　cit．，　p．157．
38）Louis　W．　Stern＆’J．　L．　Heskett，“Conflict　Management　in　Interorganizational　Relations：A
　　ConcePtional　Framework”，　in　L．　W．　Stern（ed），　p．293．　　　　　　　　　　．　、
39）Warren　J．　Wittreich，“Misunderstanding　The　Retailer”，　in　L．　W．　Stern（ed），　p．253～256．彼は
　　「製品を製造している人々と最終消費者の手にその製品を渡している人々はおなじ経営理念を共有してい
　　るわけではない」と指摘している。Ibid．，　p．253．
40）L．W．　Stern＆R．　H．　Gorman，　op．　cit．，　p．159．
41）　Ibid．，　p．161．
一152一
42）　John　R．　Grabner．　Jr．＆L．　J．　Rosenberg，“Communication　in　Distribution　Channel　System”，　in
　　L．W．　Stern（ed），　p．228．
43）
44）
45）
46）
47）
48）
49）
50）
Ibid．，　p．248．
Ibid．，　p，234．
Ibid．，　p、248、
Ibid．，　p．238．
Ibid．，　p，239～242．
Ibid．，　p．243～246．
新睦人、中野秀一郎他著『社会学のあゆみ』有斐閣、昭54、176～177頁。
Louis　Kriesberg，“Occupational　Controls　among　Steel　Disrtibutors”，　in　L．　W．　Stern（ed），
　　p．48～62．
51）　　Ibid．，　p．61．
52）　　Ibid．
53）　Bert　C。　McCammon，　Jr．，“Alternative　Explanation　of　Institutional　Change　and　Channel　Evolu・
　　tion”，　Phillp　Kotler＆Keith　K．　Cox（ed），　Reading　in　Marketing　Management，　Prentice－Ha11，
　　1972，p．297～298．
54）すでに、Sternらは政治経済的分析枠組を提唱している。　Louis　Stern＆Torger　Reve，“Distribu・
　　tion　Channels　as　Political　Economies：AFramework　for　Comparative　Analysis”，　Journal　of
　　Marketing，　Vol．44，1980，　p．55～64．また、　Sternらは環境諸要素（すなわちダイァドにとっての外的要
　　素）がどのようにダイアドの構造とプロセスに影響を与えるかを示すことによって、政治経済的分析枠組
　　の拡張を行っている。Ravi　Singh　Achol，　Torger　Reve，　and　Louis　Stern，　The　Environment　of
　　Channel　Dyads：AFramework　for　Comparative　Analysis”，　Journal　of　Marketing，　Vol．　47，1983，
　　p．55～67．政治経済的分析枠組に関する考察は改めて行いたいと考えている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程商学専攻62年度入学　　指導教授徳永豊）
一153一
